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｛ ハニートラップと中国５千年の歴史 ｝ 

 ハニートラップを使ったスパイ行為はそのシステムを旧ソ連から導入、この

輸入は情報操作と経済のごまかしも含まれ、今の中国経済が全く信用できない

元凶となっている。 

 又、建国５千年の歴史表現すら偽造である、中国の歴代王朝は何度も異民族に

とって代わられ断続しているのが歴史上の事実。 

 世界最古の王家はギネスブックで日本の天皇家と決定。 

｛ 実は半分しかなかったソ連のＧＤＰ ｝  

ソ連が崩壊して分かったことは１９２８～１９８５年までの国民所得の伸び

ではソ連の公式統計では９０倍、実際は６、５倍だった。 

ゴルバチョフ書記長がペレストロイカ（改革政策）グラスノスチ（情報公開）

で白日の下にさらされた。 

１９４９年誕生したばかりの中華人民共和国が経済的な大改革を断行した、

司令塔はソ連大使館で１万人の顧問団が持ち込んだ中に旧ソ連の設計システム

があった、ソ連が崩壊して初めて分かったことは、そのＧＤＰは半分だったこと。 

｛ 日本の統計が信用できるわけ ｝ 

 ＧＤＰは内閣府、失業率は総務省統計局で自立独立性があり数値では密接な

関係があり法則に従い連動（オークンの法則）ノーベル経済学賞受賞者ポール・

クルーグマンらは国家の経済状況を見る時、このＧＤＰと失業率をチェツック。 

｛ 中国頭頚の不審点 ｝ 

 ２００１年経済成長８％ と発表された年の電力消費は１０％減少。 

李 克強首相自ら認めた統計のデタラメ、２００７年第一回夏季タボス会議中、

米国経済界代表団との会食の席で「中国の経済統計指標は全く信用できないと、

信用してチェツクしているのは  

① 電力消費量 ② 鉄道貨物輸送量 ③ 銀行融資額 

だけで、ＧＤＰなどはただの参考数値に過ぎないと。 

２０１２年３月～２０１５年第二四半期の間で鉄道輸送量がプラスは２０１３

年の第三・第四四半期のみであった。               Ｐ １ 



 ２００９年からの４年間で約１９００兆円と過剰な固定資産投資でゴースト

タウンを生み出した。 

｛ 中国の実際のＧＤＰは三分の一か ｝ 

 中央と地方政府のＧＤＰが分離して発表されるようになった、１９８５年か

らズ～と続き、その差は年々拡大している。 

｛ 株式市場を歪める ｝ 

 ２０１６年１月中国上海市場で株価下落、５％で取引一時停止、１５分後に、

再開すると７％下落した時点で、その日の取引は打ち切られた。 

中国株の暴落はその後も続き世界的な暴落の引き金となった。 

｛ 習近平の経済音痴 ｝ 

 ２０１２年株式信用取引制度を採用、中国政府は中国人気質を熟知しており

信用取引に熱中する事態を恐れたが習近平は株価対策をメンツとして採用した。 

 個人投資家が一億七千万人参戦、中国株バブル崩壊１ヶ月で約２６兆円失い

多くの投資家が信用取引していた為に莫大な借金で破産・自殺が社会問題に。 

｛ 成長率を水増しした事情 ｝ 

 ２０１２年の公式統計では固定資産投資総額は６１２兆円前年比２０％増し、 

この年、第十八回中国共産党大会で習近平は「偉大なる中国の夢を語り２０１０

年比２０２０年にＧＤＰと国民一人当たり平均収入を各々二倍にする」と具体

的数値、２００９年からの４年間で固定資産投資額はなんと約１９００兆円！ 

｛ 銀行が抱える底なしの不良債権、国有企業の過剰設備 ｝ 

 ２０１５年８月発表では不良債権約３１兆円、地方政府の債務は２０１４年

末には４０８兆円にもなった、６つの州では平均債務率は１００％を超え貴州

では１９７％、負債総額ではＧＤＰと違って正確な数値で習近平が国家主席に

なった時点で二千兆円以上となった。 

鉄鋼生産能力は２００５年の５億トンから２０１２年には１０億トンに主要

メーカーの利益は９５％減、２０１１年から３年間に使用したセメントの量は

なんと米国が２０世紀に使ったすべての量をも上回った 

｛ 急減する外貨準備高の背景 ｝ 

 中国が米国債を投げ売りして自国の株式を買い支えとＡＩＩＢ資金に充当・

下落する人民元の買い支えといった報道には信憑性があった。    Ｐ ２ 



実際の外貨流失は１兆ドル、２０１６年の外貨準備高は３兆２３００億ドル、

短期対外債務は１兆２００億ドル、自称世界第二位経済大国が金融支援を求め

てくる日が～もしかして近いかも。 

｛ 中所得国の罠に捕らわれて ｝ 

 ひとりあたりＧＤＰが１万ドル程度になると経済は停滞し先進国入りができ

ない事、あらゆる状況からすでに中国はこの罠にはまっていると。 

 李克強首相はこの罠から脱するために「製造２５年計画」なるものをぶち上げ

た、「２０２５年までに製造大国から製造強国になる」「その１０年後にはドイツ

と日本を追い越す」と、技術のモノマネしかできなかった中国がわずか２０年で 

技術大国の日本を追い抜くと大言壮語はこの国の十八番。 

 中国の第二次産業は国有企業が中心なので技術進歩などの成果を取り込めな

い、又、資本・貿易の自由化を行うことは共産党一党独裁体制なので完全な自由

化はできない為の欠陥が出始めている。 

｛ ＡＩＩＢの隠された狙い ｝ 

 中国国内の製造業は設備過剰、そこでアジアのインフラ整備の需要で積み上

っている在庫の解消狙い。 

しかしＡＩＩＢ債の格付けを得られないと国際金融機関としては致命的な為、

日本への加入期待が高い。 

｛ 世界中でトラブルを起こす中国企業 ｝ 

 フィリピンで２００４年鉄道事業を中国が担った工事が遅れに遅れ２００７

年完工予定が２０１２年に延期、その後も進展せず全面凍結。 

 インドネシアの高速鉄道建設もスタートからつまずいて２０１６年１月起工

式が行われたが１ヶ月過ぎても建設許可が下りない、受注前に提出された提案

書には日本の提案書のボーリング調査や地質調査のデータが入っていた、中国

がその調査を行っていないのに鉄道のルートも日本と同じ入札金額だけ違った。 

 ザンビアでは中国企業が２０億ドル投資したが現地労働者の抗議デモが発生、

４６名を中国人監督が殺害、一気に反中感情が高まり、２０１１年の選挙に於い

て反中国の大統領が当選した。 

｛ アフリカで違法操業する中国漁船 ｝ 

 フランスのルモンド紙が伝えた、アフリカ沿岸で中国漁船が獲っている魚は

なんと年間３００万トン、中国が海外で得る漁業収入三分の二を占めアフリカ

の被害は大きく２４ヶ国が中国政府に対策を求めた。        Ｐ ３ 



２００１６年３月アルゼンチンで違法操業していた中国漁船は停船要求に対

し無視して沿岸警備隊の船に体当たりしてきたために撃沈、動画で様子を公表。 

 インドネシア・ベトナムの海域でもトラブルが発生した。 

｛ 戸籍のない子が１３００万人・人口問題 ｝ 

 １９７９年から３０年以上も続けられ２０１５年１０月廃止された、年収の

１０倍の罰金が払えず出生届を出さないまま子供を育てた戸籍のない子供たち

は学校へも行けない、全人口の１％に相当する１３００万人との政府統計だが

更なる問題として、女子は堕胎で間引きにより男女比率がアンバランスになり

結婚できない独身男性が溢れている。 

 一年間で労働人口が３７１万人も減少の背景として高齢化に加えてがん患者

の急増による労働力の喪失、更に環境悪化・汚染で年間２２０万人の死者にも、

もはや統計を偽造する小手先の対策ではどうしても解決できない。 

｛ バルチック海運指数の大幅低下 ｝ 

 バラ積み船運賃の国際指標で海のダンプカーの異名を持つ石炭・鉄鋼などの

原材料の世界的な需要を反映する指標は２０１５年夏１２００ポイント超で、

ピークから下げ続いて直近では３００を切っている。 

｛ 全速力で逃げ出す外国企業 ｝ 

 最大の理由は労働力市場としての魅力が薄れた、２０１４年のデータ比較で、

中国・深州 ７０６米ドル、ベトナム・ハノイ ２４７米ドル、ミヤンマー・ヤン

ゴン １７２米ドル、カンボジア・プノンペン １５７米ドル、更に中国では労働

争議が頻発、２０１５年の中国ではストライキ・抗議活動は２５００件と新しい

チャイナリスクとして警戒されている。 

｛ 富裕層の海外脱出 ｝ 

 メデイアの伝える移民ブーム、資産家で１億７千万円以上の６０％はすでに

海外へ移住したか移住を考えている、１７億円以上の資産を持つ企業経営者は 

その２７％がすでに移住し、４７％が移住を検討している、それだけ多くの人が

大都市の環境汚染や大気汚染を嫌がり中国の将来にも悲観的になっていること。 

｛ ソ連崩壊と同じ道 ｝ 

 中国の経済シンクタンクの公表で賄賂はおおよそ６８兆円、当時の温家宝首

相も「我が国は腐敗にまみれている」と嘆いたが２０１２年秋、「温家宝一族で

２７億ドルも不正蓄財」とニューヨークタイムズがスプーク。     Ｐ ４ 



 習 近平は「トラもハエも叩く」と徹底した取り締まりと贅沢禁止令を発した。 

ゴルバチョフ書記長も１９８０年代後半、中国共産党を浄化しようとしたあま

り共産党の組織そのものをマヒさせ大混乱をソ連社会に招いた。 

｛ 中国政府も匙を投げた ｝ 

 中国当局が非公開の場で経済崩壊に対し危機感を抱いている苦しい胸の内を

記した文章が流失した～作成時期２０１５年秋頃。 

 国家発展改革委員会は「中国の経済は短期的に深刻な状況に陥る」と。 

第一の原因は～生産過剰 

第二の原因は～資産価値バブル 

第三の原因は～地方自治体の過剰な債務 

財政部幹部も「今後三年間は中国の経済は落ち続けるだろう」と匙を投げた。 

｛ 中国の失われた１００年を示すデータ ｝ 

 日本はバブル崩壊後失われた二十年と言われたが、中国は１００年位、後遺症

を引きずると筆者はみている。 

                                Ｐ ５ 


